
柴田町契約規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
 
  令和６年１月２４日 
 
                        柴田町長  滝 口   茂 
 
柴田町規則第２号 
 
   柴田町契約規則の一部を改正する規則 
 柴田町契約規則（平成２４年柴田町規則第８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

 （入札の公示） 

第３条 （略） 

２ 前項の規定による公示は、次に掲げる事項

についてするものとする。 

 （１）～（８） （略） 

 

 （入札保証金に代わる担保） 

第５条 政令第１６７条の７第２項の規定に基

づき入札保証金の納付に代えて提供させるこ

とができる担保は、次に掲げるものとする。 

 

 （１）～（４） （略） 

２ （略） 

 

 （入札保証金の免除） 

第６条 契約担当者は、次に掲げる場合には、

入札保証金の一部又は全部を免除することが

できる。 

 （１）～（２） （略） 

 

 （入札の無効） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する者の

入札は、これを無効とする。 

 （１）～（６） （略） 

 

 （一定の政策目的を達成するための特定随意

 

 （入札の公示） 

第３条 （略） 

２ 前項の規定による公示は、次の各号に掲げ

る事項についてするものとする。 

 （１）～（８） （略） 

 

 （入札保証金に代わる担保） 

第５条 政令第１６７条の７第２項の規定に基

づき入札保証金の納付に代えて提供させるこ

とができる担保は、次の各号に掲げるものと

する。 

 （１）～（４） （略） 

２ （略） 

 

 （入札保証金の免除） 

第６条 契約担当者は、次の各号に掲げる場合

には、入札保証金の一部又は全部を免除する

ことができる。 

 （１）～（２） （略） 

 

 （入札の無効） 

第１１条 次の各号の一に該当する者の入札

は、これを無効とする。 

 （１）～（６） （略） 

 

 （一定の政策目的を達成するための特定随意



契約に関する手続） 

第１６条の２ 政令第１６７条の２第１項第３

号に規定する規則で定める手続は、次に掲げ

るとおりとする。 

 （１） 契約担当者は、政令第１６７条の２

第１項第３号の規定による随意契約（以下

この条において「特定随意契約」という。）

により買入れをし、又は役務の提供を受け

ようとするときは、当該特定随意契約の内

容、相手方の決定方法及び選定基準並びに

申込みの方法を公表すること。 

 （２） （略） 

２ 前項に定めるもののほか、特定随意契約の

手続については、別に定める。 

 

 （見積書の徴収） 

第１８条 契約担当者は、随意契約により契約

を締結しようとするときは、契約の内容及び

見積りに必要な事項を指示し、２人以上の者

から見積書を徴さなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合で１人の

見積書をもって適正な契約ができると認めた

ときは、この限りでない。 

 （１）～（２） （略） 

２ 契約担当者は、前項の規定にかかわらず、

次の各号のいずれかに該当する場合で見積書

を徴さなくても適正な契約ができると認めた

ときは、見積書の徴収を省略することができ

る。 

 （１）～（７） （略） 

３ （略） 

 

 （契約書の作成の省略） 

第２２条 契約担当者は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、契約書の作成を省略する

ことができる。ただし、公有財産に関する契

約をするときを除く。 

 （１）～（４） （略） 

契約に関する手続） 

第１６条の２ 政令第１６７条の２第１項第３

号に規定する規則で定める手続きは、次に掲

げるとおりとする。 

 （１） 契約担当者は、政令第１６７条の２

第１項第３号の規定による随意契約（以下

この条において「特定随意契約」という。）

により買い入れをし、又は役務の提供を受

けようとするときは、当該特定随意契約の

内容、相手方の決定方法及び選定基準並び

に申込みの方法を公表すること。 

 （２） （略） 

２ 前項に定めるもののほか、特定随意契約の

手続きについては、別に定める。 

 

 （見積書の徴収） 

第１８条 契約担当者は、随意契約により契約

を締結しようとするときは、契約の内容及び

見積りに必要な事項を指示し、２人以上の者

から見積書を徴さなければならない。ただし、

次の各号の一に該当する場合で１人の見積書

をもって適正な契約ができると認めたとき

は、この限りでない。 

 （１）～（２） （略） 

２ 契約担当者は、前項の規定にかかわらず、

次の各号の一に該当する場合で見積書を徴さ

なくても適正な契約ができると認めたとき

は、見積書の徴収を省略することができる。 

 

 （１）～（７） （略） 

３ （略） 

 

 （契約書の作成の省略） 

第２２条 契約担当者は、次の各号の一に該当

する場合は、契約書の作成を省略することが

できる。ただし、公有財産に関する契約をす

るときを除く。 

 （１）～（４） （略） 



２ （略） 

 

 （契約保証金の免除） 

第２４条 契約担当者は、次に掲げる場合にお

いては、契約保証金の一部又は全部を免除す

ることができる。 

 （１）～（２） （略） 

 （３） 政令第１６７条の５第１項及び第１

６７条の１１に規定する資格を有する者と

契約を締結する場合において、その者が過

去２年間に国又は地方公共団体と種類及び

規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわ

たって締結し、これらを全て誠実に履行し、

かつ、契約を履行しないこととなるおそれ

がないと認められるとき。 

 （４）～（１０） （略） 

 

 （契約保証金に代わる担保） 

第２５条 政令第１６７条の１６第２項におい

て準用する政令第１６７条の７第２項の規定

に基づき契約保証金の納付に代えて提供させ

ることができる担保は、次に掲げるものとす

る。 

 （１）～（４） （略） 

 

 （部分払の回数） 

第３６条 部分払の回数は、次に掲げる回数以

内とする。ただし、工事の中止その他特別な

理由により町長が必要と認めた場合は、この

限りでない。 

 （１）～（２） （略） 

 

 （契約の解除等） 

第３７条 契約担当者は、次に掲げる場合にお

いては、契約を解除することができる旨の約

定をしなければならない。 

 （１）～（４） （略） 

 

２ （略） 

 

 （契約保証金の免除） 

第２４条 契約担当者は、次の各号に掲げる場

合においては、契約保証金の一部又は全部を

免除することができる。 

 （１）～（２） （略） 

 （３） 政令第１６７条の５第１項及び第１

６７条の１１に規定する資格を有する者と

契約を締結する場合において、その者が過

去２年間に国又は地方公共団体と種類及び

規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわ

たって締結し、これらをすべて誠実に履行

し、かつ、契約を履行しないこととなるお

それがないと認められるとき。 

 （４）～（１０） （略） 

 

 （契約保証金に代わる担保） 

第２５条 政令第１６７条の１６第２項におい

て準用する政令第１６７条の７第２項の規定

に基づき契約保証金の納付に代えて提供させ

ることができる担保は、次の各号に掲げるも

のとする。 

 （１）～（４） （略） 

 

 （部分払の回数） 

第３６条 部分払の回数は、次の各号に掲げる

回数以内とする。ただし、工事の中止その他

特別な理由により町長が必要と認めた場合

は、この限りでない。 

 （１）～（２） （略） 

 

 （契約の解除等） 

第３７条 契約担当者は、次の各号に掲げる場

合においては、契約を解除することができる

旨の約定をしなければならない。 

 （１）～（４） （略） 

 



 （違反行為等の届出） 

第３８条 契約担当者から監督又は検査を命ぜ

られた職員が、法第２４３条の２の８第１項

各号に掲げる行為について故意又は重大な過

失により法令に違反して行為をしたこと、又

は行為を怠ったことにより町に損害を与えた

ときは、次に掲げる事項を記載した書面に関

係書類を添えて町長に届け出なければならな

い。 

 （１）～（３） （略） 

 

 （補則） 

第４０条 この規則に定めるもののほか、必要

な事項は、町長が別に定める。 

 （違反行為等の届出） 

第３８条 契約担当者から監督又は検査を命ぜ

られた職員が、法第２４３条の２の２第１項

各号に掲げる行為について故意又は重大な過

失により法令に違反して行為をしたこと、又

は行為を怠ったことにより町に損害を与えた

ときは、次の各号に掲げる事項を記載した書

面に関係書類を添えて町長に届け出なければ

ならない。 

 （１）～（３） （略） 

 

 （補則） 

第４０条 この規則で定めるもののほか必要な

事項は、町長が別に定める。 
 

   附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


